
こどもの安心・安全対策緊急支援事業費補助金交付要綱

令和５年（2023年）３月３日

北海道教育委員会教育長決定

（通則）

第１条 こどもの安心・安全対策緊急支援事業費補助金（以下「補助金」という。）の交

付については、予算の範囲内において行うものとし、北海道補助金等交付規則（昭和47

年北海道規則第34号。以下「交付規則」という。）及び学校安全特別対策事業費補助金

交付要綱（令和５年１月31日付け文部科学大臣決定）によるほか、この要綱に定めると

ころによる。

（交付目的）

第２条 この補助金は、通学・通園時等における幼児・児童等の安全確保に向けた取組を

強化することを目的とし、予算の範囲内で補助金を交付する。

（補助事業者）

第３条 この補助事業者は、市町村（地方自治法第252条の19第１項の指定都市の指定に

関する政令（昭和31年政令第254号）により指定された指定都市及び地方自治法第252条

の22第１項の中核市の指定に関する政令（平成７年政令第408号）により指定された中

核市を含む。以下同じ。以下「市町村」という。）とする。

（補助事業）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次のとおりと

する。

(1) 送迎用バスの改修支援事業

(2) ＩＣＴを活用した子供の見守り支援事業

(3) 登降園（登下校）管理システム導入支援事業

（補助事業等に要する経費等）

第５条 補助事業等に要する経費、補助対象経費、補助基準額、補助率等は別表のとおり

とする。

（算定方法）

第６条 この補助金の交付額は、別表第２欄に定める補助対象経費と同表第３欄に定める

補助基準額とを比較して少ない方の額とする。

（交付の申請）

第７条 補助金の交付申請は、教育第１号様式（平成26年４月１日北海道教育委員会教育

長告示第22号補助金等交付規則に定めた申請書等の様式。以下「教育第○号様式」にお



いて同じ。）の補助金等交付申請書に次に掲げる書類を添えて行うものとする。

(1) 教育第２号様式 事業計画書

(2) 教育第10号様式 補助金等交付申請額算出調書

(3) 教育第14号様式 経費の配分調書

(4) 教育第16号様式 事業予算書

(5) その他教育長が必要と認める書類

２ 補助金の交付申請をしようとする者は、前項に規定する補助金の交付の申請をするに

当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費

に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の

規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法

（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に

補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除

税額」という。）に相当する額を減額して申請しなければならない。ただし、補助金の

交付の申請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかではないものについて、この

限りではない。

（補助金の交付決定）

第８条 教育長は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、その内容

を審査の上、補助金を交付することが適当であると認めたときは、補助金の交付を決定

し、当該申請者に対して通知するものとする。

２ 教育長は、前項の交付の決定を行うに当たっては、前条第２項の規定により補助金に

係る消費税等仕入控除税額に相当する額を減額して補助金の交付の申請がなされたもの

については、当該消費税等仕入控除税額に相当する額を減額して交付の決定を行うもの

とする。

（交付の条件）

第９条 補助事業者に補助金等を交付する場合は、「補助金等に係る標準様式の設定につ

いて」（昭和47年９月20日付け局総第453号副出納長通達）第１号様式に定める交付条

件のほか、次の条件を付すものとする。

(1) 補助事業を遂行するために、売買、請負その他の契約をする場合は、一般の競争に

付さなければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付することが困難

又は不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約をすることができる。

(2) 補助事業の内容を変更するときは、教育長の承認を受けなければならない。ただし、

当該事業の目的に変更を来さない場合は、この限りではない。

(3) 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産のうち取得又は効

用の増加価格が１個又は１組50万円以上の機械及び器具については、「補助事業者等

が補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産のうち処分を制限する財産及び

補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成14年文部

科学省告示第53号）に定める期間を経過するまでの間、教育長の承認を受けないでこ

の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供し



てはならない。

(4) (3)により教育長の承認を受けて財産を処分することにより収入があったときは、

その収入の全部又は一部を道に納付させることがある。

(5) 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、当該

補助事業の完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、この

補助金の交付の目的に従って効率的な運営を図らなければならない。

(6) 補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び証拠書類を備え、当該補助事業等に要した

経費とそれ以外の経費とを区別することができるよう整備し、これを事業完了の日の

属する年度の翌年度から５年間保管しておかなければならない。ただし、処分の制限

された取得財産がある場合で当該制限された期間が帳簿及び書類を保管すべき期間を

超えるときは、当該財産の処分を制限された期間保存しなければならない。

(7) 補助事業者が、次のいずれかに該当するときは、この補助金の交付の決定の全部又

は一部を取り消し、当該取り消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があると

きは、その返還を命ずることがある。また、補助金の額の確定があった後においても、

同様とする。

ア この補助金を他の用途に使用したとき。

イ 補助事業の執行に関し、この補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件そ

の他法令又はこれに基づく教育長の処分若しくは指示に違反したとき。

ウ 補助事業に関して不正、怠慢、虚偽、その他不適当な行為をしたとき。

エ その他補助事業の実施に適正を欠く場合。

(8) 補助事業者は、補助対象経費が重複する他の補助金等の交付を受けてはならない。

（補助金の変更）

第10条 補助事業者は、補助事業の内容の変更について、教育長の承認を受けようとする

ときは、補助事業等変更承認申請書（教育第17号様式）に第７条第１項各号に掲げる書

類を添付して教育長に提出しなければならない。

２ 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止について、教育長の承認を受けようとすると

きは、補助事業等中止（廃止）承認申請書（教育第19号様式）を教育長に提出しなけれ

ばならない。

３ 補助事業者は、補助事業の遂行が困難となったときには、速やかに補助事業執行遅延

（不能）報告書（教育第20号様式）を教育長に提出し、その指示を受けなければならな

い。

（概算払）

第11条 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、教育第21号様式による

補助金等概算払申請書を教育長に提出しなければならない。

２ 教育長は、前項の申請に基づき概算払をすることを決定したときは、当該補助事業者

に対し、その旨を通知するものとする。

（実績報告等）



第12条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、

事業完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して30日以内又は翌年度の４月４

日までのうち、いずれか早い日までに補助事業等実績報告書（教育第24号様式）に次の

各号に掲げる書式を添えて、教育長に提出しなければならない。

(1) 教育第２号様式 事業実績書

(2) 教育第25号様式 補助金等精算書

(3) 教育第27号様式 事業精算書

(4) その他教育長が必要と認める書類

２ 補助事業者は、前項に規定する実績報告書を提出するに当たり、補助金に係る消費税

等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額に相当する額を減額し

て実績報告書を教育長に提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第13条 教育長は、前条の規定による補助事業等実績報告書を受理したときは、その内容

を審査し、また、必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る事業の成果が関

係法令、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認められたときは、

交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第14条 補助事業者は、補助金の交付の申請時において補助金に係る消費税等仕入控除税

額が明らかではないものであって、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によ

り当該消費税等仕入控除税額が確定した場合には、速やかに教育長に報告書を提出しな

ければならない。

２ 教育長は、前項の報告書の提出があった場合には、当該消費税等仕入控除税額に相当

する額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。

附 則

この要綱は、令和５年（2023年）３月３日から施行し、令和４年（2022年）９月５日か

ら適用する。



別表

１ 補助事業等 ２ 補助対象経費 ３ 補助基準額 ４ 補助率等

に要する経費

送迎用バスの改 ＜対象経費＞ 装置１台当たり 定額

修支援事業 送迎用バスの改修支援事業を実施 の額

するために必要な事故防止安全管理 なお、上限額は

内容：子供の送 装置・機器の購入費（装置・機器の 次 の と お り と す

迎用バスへの安 運搬費、装置・機器の設置・据え付 る。

全装置の装備を け費及び工事費を含む。）、リース料、

支援 導入費用（装置の導入に伴うバスの ① 安全装置の装

リース料や委託費の追加費用を含 備が義務化され

む。） る施設の装置１

※事故防止安全管理装置は、国土交 台当たりの上限

通省策定のガイドラインに定める 額 175,000円

性能基準を満たしている必要があ

る。 ② 安全装置の装

※送迎用バス１台につき装置１台を 備が義務化され

設置することとし、送迎用バスの ない施設の装置

数を超える購入をする場合は、本 １台当たりの上

事業の対象外とする。 限額 88,000円

＜対象車両＞

通園・通学のために運行する自動

車（２列シート以下の自動車及び常

時２列目までしか使用しない自動車

を除く。）

＜学校種＞

① 安全装置の装備が義務化される

施設

幼稚園（幼稚園型認定こども園

を含む。）及び特別支援学校（幼

・小・中・高）

② 安全装置の装備が義務化されな

い施設

小学校、中学校及び義務教育学

校



１ 補助事業等 ２ 補助対象経費 ３ 補助基準額 ４ 補助率等

に要する経費

ＩＣＴを活用し ＜対象経費＞ １園あたりの額 4/5以内

た子供の見守り ＩＣＴを活用した子供の見守り なお、上限額は

支援事業 支援事業を実施するために必要な １園あたり20万円

システム等の導入費用、機器の購 （道からの補助は

内容：ＩＣＴを 入費、リース料、工事費等 16万円）とする。

活用した子供見

守りサービスな ＜学校種＞

どの安全対策に 幼稚園（幼稚園型認定こども園

資するシステム を含む。）及び特別支援学校（幼）

等の導入に必要

な経費を支援

登降園（登下校） ＜対象経費＞ １園あたりの額 4/5以内

管理システム導 登降園（登下校）管理システム なお、上限額は

入支援事業 導入支援事業を実施するために必 １園当たり70万円

要なシステムの導入費用、機器の （道からの補助は

内容：適切な登 購入費、リース料、工事費等 56万円）とする。

園管理を行うた

め、施設の安全 ＜学校種＞

計画等において 幼稚園（幼稚園型認定こども園

明記された登園 を含む。）及び特別支援学校（幼）

管理システムの

導入に必要な経

費を支援


